
別記様式第１号 （第５条関係）                        

令和△年○○月××日 

新潟市耐震シェルター等設置補助事業補助金交付申請書 
 
（あて先）新潟市長 

申請者  〒○○○－××××     

住所  新潟市△△区○○町××番地□□号 

氏名  新潟 太郎            
連絡先電話番号  ○○○－×××－△△△△   

 
新潟市耐震シェルター等設置補助事業補助金交付要綱に基づく補助金の交付を受けたいので、次のとおり申

請します。 

住宅の所在地 新潟市△△区○○町□□□□番地××                       

申請住宅等 申請ができる対象住宅等は下記の全てに該当するものです。条件を満たす場合は□にレを

入れ、該当する項目に○をご記入ください。 

☑昭和５６年５月３１日以前の建築で、下記のいずれかに該当する住宅である。 

 ・自己所有の住宅である   ・賃貸住宅である（所有者の同意書が必要） 

☑耐震診断の構造評点が１．０未満の住宅又は誰でもできるわが家の耐震診断の結果、評

点の合計が７点以下の住宅である。（確認できる書類が必要） 

☑下記のいずれかに該当する高齢者・障がい者等世帯である（確認できる書類が必要） 

・高齢者（満６５歳以上）のみが居住する世帯 

・要介護認定又は要支援認定を受けた者が同居する世帯 

・身体障害者手帳１級又は２級の交付を受けた者が同居する世帯 

・療育手帳Ａの交付を受けた者が同居する世帯 

補助事業の目的 
及び内容 

〇〇室に△△△を設置 

交付申請額 
耐震シェルター等の設置に係る費用     〇〇〇，〇〇〇 円(見積書が必要） 
耐震改修等促進ﾘﾌｫｰﾑ工事に係る費用     △△△，△△△ 円(見積書が必要） 

（それぞれ消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

交付申請額（耐震シェルター等設置）            ×××，×××円 
交付申請額（耐震改修等促進ﾘﾌｫｰﾑ工事）           □□□，□□□円 

事業実施期間 補助金交付決定日  ～  令和△年××月○○日（予定） 

確認事項 
次の事項を確認のうえ、□に☑を記入してください。（☑がない場合は，交付決定がで

きません。） 
☑ 本人及びその世帯に暴力団員又は暴力団等と関係を有する者はいません。また，必

要に応じて，市が警察に照会する場合は，別途必要な書類の提出を行います。 

添付書類 
（１）耐震診断結果報告書の写し（総合評点又は上部構造評点等の分かる部分のみ）又は誰で

もできるわが家の耐震診断問診表の写し 

（２）高齢者又は障がい者等が居住していることが確認できる次のいずれかの書類 

   ア 世帯全員分の住民票の写し   イ 介護保険被保険者証の写し 

   ウ 身体障害者手帳の写し     エ 療育手帳の写し 

（３）当該木造住宅の申請者と所有者が異なる場合は，耐震シェルター等を設置すること及び

耐震改修等促進リフォーム工事を実施することについての住宅の所有者の同意書（別記

様式第２号） 

（４）耐震シェルター等の設置及び耐震改修等促進リフォーム工事に係る費用の見積書の写し

（設置しようとする耐震シェルター等の製品名と仕様等及び耐震改修等促進リフォー

ム工事の内容を明示したもの） 

（５）木造住宅の平面図（耐震シェルター等の設置位置並びに耐震改修等促進リフォーム工事

の範囲及び内容を示したもの） 

（６）その他市長が必要と認める書類 

 

記載例 提出する日を 
記入してください。 

シェルター等を設置する住宅の地名
地番を記入してください。 

申請者は実際に住宅の 
居住している方で 
なければいけません。 

全てに該当しない場合
は申請できません。 

見積書の金額を記入
してください。 

申請者（実際に居住し
ている方）と所有者が
同じ場合は不要です。 

最初の２枚のみ必要です。（診断者の押印と上部
構造の評点及び総合所見が記載されたページ） 

シェルター：補助対象経費の 1/2 ただし 上限 30 万円 
リフォーム：補助対象経費の 1/2 ただし 上限 20 万円 

1 万円未満切り捨ての額を記入ください。 


